
様式第28号の２（門真市税条例第14条の２第２項関係）

申

告

内

容

そ の 他 の 参 考 事 項

法人市民税の課税免除に該当することの申告書
法人市民税の課税免除の事由が消滅したことの申告書

添付書類 □　収益事業を行っていないことを確認できる書類（事業報告書、収支計算書等）

門真市税条例第14条の２第１項に規定する者に該当するため、同条例第２項に基づき、その旨を
申告します。

課

税

免

除

の

事

由

関 与 税 理 士
署 名 押 印

電話（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

課 税 免 除 の 事 由 が
消 滅 し た 日

本店所在地

電話（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

名 称

電話（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
所 在 地

課 税 免 除 の 事 由 が
消 滅 し た 理 由

管理番号

（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名

及び

法人番号

門 真 市 長 様
門真市内の
主たる事務所

年 月 日

↑

該
当
す
る
事
由
に
○
を
付
け
て

く
だ
さ
い

氏 名

門真市税条例第14条の２第１項に規定する課税免除の事由が消滅したため、同条例第２項に
基づき、その旨を申告します。

住 所
代表者

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

公益社団法人または公益財団法人であり、収益事業を行っていないため

地方自治法第260条の２第７項に規定する認可地縁団体であり、収益事業を行っ
ていないため

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人であり、収
益事業を行っていないため


